
「ロボット」という言葉は、1920年にチェコスロ
バキア（当時）の作家が戯曲の中で初めて使用したと
されています。その後ロボットはフィクションの世界
でその概念が知られてきましたが、80年代以降は産
業用ロボットが広く普及し、現実世界で人間の仕事を
支援してきました。その場がオフィスワークに及ん
できたのが、近年注目が高まっているRPAというソ
リューションです。

RPAとは、Robotic Process Automationのこと
であり、ソフトウエアロボットにより事務作業を自
動化・効率化する取り組みのことです。人間がコン
ピューター上で行う手作業をそのままロボットが代替
して実行することが基本的な方法であり、アプリケー
ションの立ち上げやID・パスワードを入力してのロ
グイン、データの読み取りや入力などをロボットが忠
実に再現します。
ロボットは操作対象とする既存アプリケーションの
ユーザーインターフェースをそのまま利用するため、
既存アプリケーションを改修せずにそのまま自動化で
きることが、RPAの導入のしやすさにつながってい
ます。
ロボットは事前に定義された範囲での条件分岐処理

を行うことが可能ですが、認知機能や学習機能は持た
ないため、比較的単純な定型的業務の処理でその効果
を発揮します。

国内では昨年（2016年）頃から、欧米ではさらに
数年前から、RPAによる自動化が業務効率化の手法
として急速に普及しつつあります。
従来の業務改革や効率化の手法としては、ERPな
ど企業システムの統合あるいはシェアード化やアウト
ソースといったものが一般的でした。ところが昨今、
これらの手法による改革には限界が見え始めていると
考えられます。ERPは多くの企業のビジネス基盤とし
て整備されて以降も進化を続け、機能が強化されて標
準機能が対応する業務の範囲を広げてきましたが、企
業固有のプロセスへの対応には多くの労力とコストを
要します。また、シェアードサービスやアウトソース
のオフショア化は、これまで受け入れ先となっていた
中国あるいはインドなどの賃金上昇により、従来のよ
うなコストメリットが得られにくくなっています。こ
れらの国に代わる新興国に注目が集まるものの、やが
ては同じことが起こるという懸念もあります。

RPAへの注目が高まる背景には、ソリューション
が成熟し、機能や使い勝手が向上してきたこともあり
ますが、業務変革に対する次なる打ち手が求められて
いたという背景もあったと考えられます。
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RPAはどのような業務に適用されているのでしょう
か。作業工数削減の観点からは、大量の作業が必要と
されている作業、すなわち、高頻度で反復的に大量に
発生している事務作業が優先的に自動化の対象となり
ます。これらは、金融機関や通信事業者など、消費者
を対象とした契約に基づくサービスを提供している企
業に多くみられ、現在ではセンター化による処理が行
われている業務プロセスなどが相当します。
またセンター化はされずに分散型で大量に発生して
いる業務としては、社員数の多い大規模企業における
経費申請業務やレポーティング業務などがあり、これ
らも自動化の対象となり得ます。
一方、作業品質向上の観点に着目すれば、手作業で
ありながら複雑性の高い業務、考慮すべき条件や例外
処理が多い業務、計算処理を含む業務などが自動化適
用業務として考えられます。これらにRPAを適用すれ
ば、ヒューマンエラーの撲滅に伴う作業品質の向上や、
エラー回復に伴う費用の削減が効果として得られます。

RPAは、比較的単純な定型的業務をロボットが代
替するという特性から、単純な工数削減や業務品質向
上だけにとどまらない次のような副次的な効果ももた
らすと考えられます。

1. 高付加価値業務へのシフト
これまで大量の単純作業を処理するのに手一杯で
あった事務作業担当者の工数は、RPAの導入で大幅
な作業工数削減が実現されます。これにより、人間で
なければできない付加価値の高い業務にシフトするこ
とが可能となります。これは企業や組織のもたらす付
加価値が高まるだけでなく、より高度な業務を担うこ
とによる従業員のモチベーションの維持・向上につな
がると考えられます。

2. ワークライフバランスの実現
高付加価値な業務へシフトできるということは、企
業の労働生産性が高まり、長時間労働に頼らない収益
を確保することにつながります。時間あたりの給与が
上昇することで、従業員は短時間労働でも給与水準を

維持できるようになり、本来の意味でのワークライフ
バランスを実現できるようになります。特にワークラ
イフバランスが社会的な問題として取り上げられるこ
とが多い日本においては、欧米以上に注目すべき期待
効果だと言えるでしょう。

RPAもシステムの一つではありますが、業務の現場
で人間と並びオペレーションを構成する要素になるの
で、それを設計する人材には、RPAを活用して業務プ
ロセスを再構築できるスキルが求められます。これに
は従来のシステム開発と比較してより深い現場の知識
が求められるため、業務の現場からの参画がより多く
求められることになります。またその運用においては、
実行状況の監視、検証も必要になり、内部統制の一部
見直しなども必要になるかもしれません。ここでもや
はり、業務の現場からの参画は必須と言えるでしょう。
ロボットとの協働をリードする人材には、こういった
トランスフォーメーションを具体化し推進するスキル
が求められます。

RPAやAI（人工知能）といった新たなテクノロジー
により、数年から十数年後には現在人間が行っている
業務の数10パーセントが自動化可能であるともいわ
れています。ただこれは成り行きで達成されるもので
はなく、むしろそれを目標に掲げて強い意志で推進し
た場合に、はじめて達成できるものではないでしょう
か。すでに先進的な企業はそのインパクトの大きさを
正しく理解し、いち早くそれを享受し競争力に結び付
けるべく、取り組みを開始しています。EYは自身の
業務へのRPA適用を進めるとともに、クライアントの
RPAをはじめとするテクノロジーを活用したトランス
フォーメーションの実現を支援しています。

Ⅳ　適用対象となる業務

Ⅴ　さらなる期待効果
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